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ごあいさつ  

 

会員企業の皆さまには、今年も環境活動調査にご協力いただ

き、厚く御礼申し上げます。 

2018 年に初めて「環境活動調査報告書」を発行して以来、

回答率は年々上昇しており、本年度の回答率は 76.6%と、昨年

度の 70.7％を大きく上回りました。会員企業の皆さまが環境

課題に高い関心と責任を持ち、積極的に取り組まれていること

を改めて実感いたしました。当委員会を代表して、深く感謝申

し上げます。 

今回も、経営方針における環境配慮の姿勢、具体的な環境負

荷低減活動、化学物質管理体制、さらには実際のエネルギー消

費量など、多岐にわたる項目についてご回答をいただきました。

その結果、活動内容や運用体制については 昨年から大きな変化

は見られませんでしたが、各社の継続的な取り組みが着実に定 

着していることが確認できました。CO₂の排出量についても、回答企業の総排出量を回答社数で割った平

均値で見ると、着実に削減が進んでおり、日常的な省エネ努力や効率的な運用が実を結んでいることが示

されました。 

環境を取り巻く情勢は国内外で急速に変化しています。国内では今年、経済産業省が中心となり「2050

年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を策定しました。国として高い目標を掲げ、目標の実

現を目指す企業の前向きな挑戦を後押しするため、あらゆる政策を総動員しています。海外では、欧州に

おいて CBAM（炭素国境調整メカニズム）の本格運用が進み、国際サプライチェーン全体での排出量管理

が競争力の重要な要素となっています。 

さらに近年は、国内外で異常気象の頻発が目立っています。今年も全国各地で豪雨や猛暑、記録的な熱

波などが発生し、社会生活や産業活動に深刻な影響を与えています。これらの事象は、気候変動がもはや

将来の課題ではなく、現在進行形のリスクであることを示しており、企業として環境負荷低減活動を継続

的かつ積極的に推進することは、社会的責務であると同時に、事業継続性や企業価値の向上に直結する重

要な取り組みになっています。 

特に、再生可能エネルギーの導入拡大、省エネ設備の導入や運用効率の改善、サプライチェーン全体で

の環境情報共有は、今後の企業経営において不可欠です。また、サステナビリティを重視した戦略は単な

る社会貢献にとどまらず、長期的な競争力を高める経営戦略として位置づけられます。これらの取り組み

を通じ、カーボンニュートラル達成に向けた具体的な道筋を示していくことが求められています。 

当委員会としては、今後もアンケート調査を通じて会員企業の取り組み状況を正確に把握し、課題抽出

や改善支援を行うことで、業界全体で環境負荷低減を推進してまいります。会員企業の皆さまとともに、

環境に配慮した製造・事業活動をさらに深化させ、持続可能な社会の実現に寄与していく所存です。今回

の報告書が、各社の環境活動のさらなる発展に資することを心より願い、引き続き当委員会へのご理解と

ご協力をお願い申し上げます。 

 
古谷 元洋 

一般社団法人日本バルブ工業会 

環境委員会 委員長 



日本バルブ工業会の環境活動 

環境活動の目的 
バルブは、あらゆる産業で流体制御の要として広く使われている製品です。様々な環境規制が日々強化

され、産業界全体が環境保全への意識を高めている今日において、当工業会会員企業が製造するバルブは、
その品質や性能のみならず、環境側面でも優れた製品でなければなりません。当工業会では環境委員会を
中心として、バルブ産業を取り巻く多くの環境課題への対応を進めるとともに、会員企業の環境への取り
組みをサポートすることを目的に活動しています。 

当工業会の組織図（2025年度） 環境委員会（2025年 12月 1日現在） 

区分 氏名 所属 
委員長 古谷 元洋 (株)キッツ 
委 員 山本 博司 アズビル(株)
〃 笹尾 起美仁 アドバンス電気工業(株) 
〃 川嵜 正和 (株)オーケーエム 
〃 高林 貴史 (株)キッツ 
〃 長野 誠二 桑名金属工業(株) 
〃 野上 典秀 SANEI(株) 
〃 桶川 智也 (株)タブチ 
〃 清水 祐介 (株)テイエルブイ 
〃 植永 英史 TOTO(株) 
〃 大島 謙士 (株)フジキン 
〃 佐藤 勇太 フシマン(株)
〃 青谷 健二 (株)大和バルブ 
〃 佐藤 浩司 (株)LIXIL 

顧 問 渡辺 正春 環境カウンセラー 

環境活動の内容 
当工業会の環境活動の中心を担う環境委員会は、活動テーマ別に 3 つのワーキンググループ（WG）と

1つのチームに分かれています。 

WG1（企画調査） ⇒ セミナーの企画や環境活動調査を担当
WG2（環境配慮設計推進） ⇒ 会員企業の環境配慮設計推進のための諸施策を担当
WG3（環境広報） ⇒ 環境に係わる情報の収集と発信、会員企業の環境対策のサポートを担当
化学物質対策専門チーム ⇒ 欧州 PFAS（有機ふっ素化合物）制限案への対応を担当

これらWGやチームが日頃活発に活動し、年 4回開催される委員会全体のミーティングで情報を共有し
ながら、環境に係わる事業を推進しています。 

また、環境委員会とは別に、カーボンニュートラル達成に向けた諸課題に取り組むため、会員企業経営
層で構成する「脱炭素化委員会」も活動を行っています。 

当工業会の環境に係わる主な活動は次のとおりです。 

日本バルブ工業会は正
会員 111社、賛助会員
73社で構成されていま
す（2025年12月1日
現在）。 
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CO2排出量削減～カーボンニュートラル 

当工業会では 2024年に創立 70周年を迎えたのを機に、バルブ産業の二酸化炭素（CO2）排出量を 2030
年度までに 46％削減（対 2013 年度比）するという脱炭素化取組み目標を発表しました。環境委員会で
も、ホームページコンテンツ「コラム～バルブと環境」やメールマガジンを通じて、会員企業のカーボン
ニュートラル推進に役立つ情報を発信しています。 

 

カーボンフットプリント算定ガイドライン発行 

当工業会水栓部会による「製品別カーボンフットプリント算定ガイドライン（対象製品：給水用具）」を
2025年に発行しました。 

工業用バルブを対象とするガイドラインも環境委員会で制作を進めており、
2025年 12月現在は、ドラフトに基づくトライアルを実施する段階にあります。
2026年中の発行を予定しています。 

 

製品含有化学物質管理担当者会議 

環境委員会ではこれまでも、製品含有化学物質情報伝達の効率化のため「chemSHERPA（ケムシェル
パ）」の導入推進を会員企業に呼びかけてきました。こうした中、各社が最も苦労しているのはサプライチ
ェーンからの情報入手であるとの声を受け、2025 年に新たに「製品含有化学物質管理担当者会議」を開
始しました。この会議は製品含有化学物質管理に従事する委員企業の担当者で構成され、第 1回会議では、
各社の管理体制や困りごとなどについて情報を交換し、今後取り組むべき課題の明確化を行いました。今
後は、各社の取組み事例共有などを行う予定です。 

 

環境配慮バルブ登録制度 

「環境配慮バルブ登録制度」は、2016年 11月から運用を開始している当工業会独自の環境ラベル制度
です（登録製品検索サービス開始は 2017年 1月）。 

本制度は、ISOが規定する 3つのタイプの環境ラベルのうち、タ
イプ II（事業者の自己宣言による環境主張）の規定に倣って運用し
ているもので、環境省の「環境ラベル等データベース」にも本制度
のラベルが登録されています。 

 

2026年の活動予定 

2023年に提案された欧州の PFAS規制案は、同年募集したパブリックコメントを受けて、2025年 8月
に案の改訂版が公開されました。ECHA（欧州化学品庁）は 2026年春に、この改訂版を基に SEAC（社会
経済分析専門委員会）案を公開する予定としており、再度パブコメ募集が行われる見込みです。当工業会
では、このパブコメへの対応を軸にしながら、その他の化学物質規制の情報収集と対応、工業用バルブの
カーボンフットプリントガイドラインの策定を進める予定です。 

 

 

 
環境配慮バルブ登録制度のラベル 
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環境活動調査結果 
 
 
ここからは、2025年に実施した最新の環境活動調査の結果を掲載します。今回の調査には正会員 85社

から回答がありました。調査の概要は次のとおりです。 
 

（1）調査実施期間 
2025年 7月 28日～10月 7日 

（2）調査対象 
正会員 111社 ※調査開始時点での正会員全社 

（3）回答企業数 
85社（回答率 76.6%） ※前回調査（2024年実施）の回答率は 70.7% 

（4）調査内容 
「環境経営」「環境負荷低減活動」「化学物質管理」に関する 2025年現在の取り組み状況。ただし、

定量調査項目の対象期間は 2024年度（2024年 4月～2025年 3月）。 
 
以上を踏まえ、最新の調査結果を以下ご覧ください。 
 

環境経営への取組状況 
会員企業が自社の経営の中で、環境経営をどのように捉えているかを調査しました（グラフ 1）。 
 

Q1. 貴社において環境経営はどのように位置づけられていますか？ もっ
とも当てはまるものを 1つ選んでください。 

グラフ 1 環境経営の位置付け 

 
 
環境経営を意識している会員企業は 89.3%で、前回調査から約 3 ポイント増となりました。企業経営

における環境への意識が少しずつ高まってきているようです。 
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回答の内訳を見ると、「重要なビジネス戦略の 1つ」と捉えている会員企業は 23.5%でした。前回より
も約 6ポイント減となっていますが、調査回答社数が前回から増加していることを踏まえると、より実態
に近い数字が結果に表れていると思われます。その他、「社会的責任の 1つ」と「ビジネスリスクの低減」
も合わせると 48.2%となっていて、社会・社外に向けた活動がされていることが読み取れます。会員企業
がビジネス戦略の一環として環境経営を積極的に続けていけるよう、当工業会も支援していきたいと思い
ます。 

 
Q1で、何らかの形で環境経営を位置づけていた会員企業（77社）に、環境経営を推進するための部署

または担当者を置いているかを尋ねた結果がグラフ 2です。 
 

Q2. 環境経営を推進するための部署または担当者を置いていますか？ い
ずれか 1つ選んでください。 

グラフ 2 環境経営推進のための部署又は担当者の設置 

 
 
担当部署あるいは担当者を設置している会員企業は合わせて 65%で、前回調査から 3 ポイント減とな

っています。部署を設置している会員企業は約 7ポイント減となっており、これも回答社数増による影響
と考えられますが、内訳を細かく見ると、Q1 で環境戦略を「重要なビジネス戦略の 1 つ」と捉えている
会員企業の多くで、担当部署または担当者が設置されているようです。担当部署／担当者の設置は法規改
正等への対応、情報収集のために重要ですが、その他さまざまなリスク回避やビジネスとしての“攻め”に
環境経営を取り入れていくためにも、重要な要素といえます。 

 
一方、Q1 で「環境経営は位置づけられていない」と回答した会員企業は 8 社ありました。その理由を

尋ねた結果をグラフ 3に示します。 
「コストや人的負担をかけられない」が一番の理由になっていることは前回同様で、今回対象となった

8社中 7社がこの理由を選択しています。環境経営に関する活動を実施したくてもできない状況が見える
一方で、「行う目的や効果が分からない」という会員企業も一定数あり、日々の企業経営において必要性が
感じられないことが窺えます。環境経営とは何か、そして、その必要性について、引き続き適切な情報発
信をしていきたいと思います。 
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Q3. 環境経営が位置づけられていないのはどのような理由からですか？ 当
てはまるものをすべて選んでください。 

グラフ 3 環境経営が位置づけられていない理由 

 
 
 
次に、従業員に対する環境教育の実施状況を調査しました（グラフ 4）。 
 

Q4. 経営層や従業員等に向けて環境教育を実施していますか？ いずれか 1
つ選んでください。 

グラフ 4 従業員等に対する環境教育の実施状況 

 
 
結果は前回調査と変化はなく、「環境教育を実施している」のは 60%でした。Q1の結果から 90%近い

会員企業が環境経営を意識して活動をしていますが、従業員への教育の点では整備が十分にできていない
実態がありそうです。従業員教育に活用できるコンテンツの情報発信など、当工業会としてもサポートを
考えていきたいと思います。 

 
では、環境教育はどのような形態で実施されているのでしょうか。Q4で「環境教育を実施している」と

回答した会員企業に対し教育形態を調査した結果がグラフ 5です。 
方法・講師・形式いずれも、これまでの調査と比べて大きな傾向の変化はなく、入社や社歴の節目での

研修を含めた定期的な研修を、自社社員を講師として座学で実施しているようです。環境教育は、社会的
な問題意識の高まりを受け、基礎的な情報だけでなく自社の企業活動に関連する法規制の情報や国の施策
など、リアルタイムで変化していく情報もフォローしていく必要があります。これはとても個人で実施で
きることではないため、会社としての方針の明確化と十分なバックアップが重要となるでしょう。 
研修の形式は、自社社員が講師となって座学で実施しているのが多いようですが、新しい情報の収集と

理解、社内の取り組み状況の把握などと両立していかなければいけません。基礎的な内容は動画コンテン
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ツの活用や、e-ラーニング形式をさらに活用、普及させることで、担当者の負荷低減と従業員の学ぶ機会
の拡大が期待できます。 

 
Q5. 環境教育をどのような形で実施していますか？ 方法・講師・形式につ

いて、当てはまるものをすべて選んでください。 

グラフ 5 従業員等に対する環境教育の方法・講師・形式 

 

 

 

 
続いて、会員企業が構築・運用している環境マネジメントシステム（EMS）について調査しました。そ

の結果がグラフ 6です。 
 

方
法 

講
師 

形
式 
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Q6. 貴社で構築・運用している第三者が認証する環境マネジメントシステム（EMS）
はどのようなものですか？ 当てはまるものをすべて選んでください。 

グラフ 6 構築・運用している第三者認証の環境マネジメントシステム（EMS） 

 
 
会員企業が構築・運用する EMSの主流は「ISO 14001」で変わらず、50%強が導入しています。ISO 

14001以外では、エコアクション 21、地域版 EMS、その他の第三者認証 EMSを数社ずつ導入しており、
自社の状況に合わせた選択がされていることが窺えます。前回調査と比べると、地域版 EMS が約 2 ポイ
ント増という結果で、自治体を中心とした中小企業支援がさらに活性化されることによって、EMS導入に
よる環境活動・環境経営の浸透が期待できます。 
一方で「EMS は導入していない」と回答した会員企業も依然として 40%近くを占め、高い水準のまま

です。まずは、エコアクション 21や地域版 EMSなどの情報入手からはじめ、環境負荷低減や継続的な改
善によって企業イメージの向上のみならず、省エネやコスト削減、ひいてはビジネスチャンスの獲得にも
つながる環境経営を進めていく検討が必要かもしれません。加えて、当工業会としても会員企業を後押し
し、業界全体として環境意識の向上・活動の活発化を目指したいと思います。 

 
決まった EMS での運用はしていない場合でも独自に活動ができていることも考えられるため、Q6 で

「EMSは導入していない」と回答のあった 32社にその理由を確認しました（グラフ 7）。 
独自に策定した EMSを運用している会員企業は、これまでの調査と同程度の水準ですが一定数あり、自

社に適した方法を構築できていることが想定されます。逆に、第三者認証の EMS を導入していない会員
企業は大多数が EMSそのものを導入・運用していないという状況で、Q1・Q2で見られたように、環境経
営の位置づけがなかったり、担当者を設置していなかったりという状況と関係していることが示唆されま
す。EMS を導入していない理由としては、「人材が確保できない」が大きくポイントを伸ばしました。ま
た、「業務上必要ない」「何をしたらよいか分からない」という会員企業は減少していることも踏まえると、
必要な取り組みとの認識は広まってきているものの、実際のアクションには移せないジレンマも垣間見え
ます。ただし、「コストに見合ったメリットが感じられない」も約 2 ポイント増であるため、事例も踏ま
えたより丁寧な情報提供が必要かもしれません。 

EMSはあくまで環境経営を推進するための道具ですが、自社の環境活動の具体化や社会およびステーク
ホルダーへの情報開示の点では有効なツールにもなりえるため、環境経営をビジネスとして推進するため
の仕組みづくりの一つとして、その導入および活用の状況を今後も調査していきたいと思います。 
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Q7. 第三者認証の EMS を構築・運用していないのはどのような理由からで
すか？ 当てはまるものをすべて選んでください。 

グラフ 7 第三者認証の EMS を導入していない理由 

 
 
環境経営への取組状況に関する最後の設問として、社外への環境に関するデータ、取組等の情報開示の

状況について調査しました（グラフ 8） 
 

Q8. 環境に関するデータ、取組等の情報を開示していますか。いずれか 1つ
選んでください。 

グラフ 8 環境に関するデータ、取組等の情報の開示状況 

 
 
取引先等だけでなく一般の方も対象にして情報を開示している会員企業は増加しており、いずれかのか

たちで情報開示を行っている会員企業は 57.6%となりました。前回調査からは約 5 ポイント増であり、
直近数年の調査結果を含めても、増加傾向が継続しています。一般の方にとっても、“環境”は消費行動に
も影響を与える 1つの大きなキーワードになっていますので、まだ情報開示していない会員企業は、本調
査でも対象としているエネルギー使用量や廃棄物量、CO2排出量の開示から始めるなど、社外との関係を
積極的に構築していくことで、“環境”を自社の経営に組み込んでいくことを期待したいと思います。 
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環境負荷低減活動への取組状況 
ここからは、省エネルギーへの取り組み、CO2排出量管理、省資源のための取組み、廃棄物排出量管理、

および、環境配慮設計への取組みに関する調査結果を見ていきます。 
 

省エネ活動 

Q9. 省エネの取組み状況について、当てはまるものを 1つ選んでください。 

グラフ 9 省エネの取組み状況 

 

 
目標や計画の有無に関わらず、省エネに努めている会員企業はあわせて 96.5%で、前回ほぼ同じでした。 
 
グラフ 10 は、グラフ 9 で何らかの省エネ活動をしていると回答のあった 82 社に、日頃どのような工

夫を行っているかを尋ねた結果です。 
 

Q10. 省エネ、エネルギー管理でどのような工夫をしていますか？ 当ては
まるものをすべて選んでください。 

グラフ 10 省エネ、エネルギー管理で行っている工夫 
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「エネルギー管理ツールなどの導入」が増加しており、エネルギーの管理を意識する動きがみられます。
「省エネ診断士などからアドバイスを受けている」「省エネ啓蒙活動の展開」は昨年と同様ですが、外部から
の情報の取り入れや、活動を展開する動きが継続されており、会員企業の省エネへの意識向上が窺えます。 

 
カーボンニュートラルの対応状況についての調査結果をグラフ 11に示します。 
 

Q11. カーボンニュートラルへの対応状況について、当てはまるものを 1 つ
選んでください。 

グラフ 11 カーボンニュートラルへの対応状況 

 
 
「行動を開始している」については 30.6％と前回と比較して増加（社数では 23 社→26 社に増）とな

りました。「行動を開始している」と「準備を進めている」を合わせた割合は昨年と同様でしたが、「行動
を開始している」が増加し、「準備を進めている」が減少していることから、準備段階から行動開始へ移行
したと推測いたします。 
また、「準備を進めている」、「情報収集を行っている」までを合わせると 70.6％でした。約 7割の会員

企業が「対応している」または「対応を進めている」という状況に変化は見られませんでした。 
 
カーボンニュートラルへの対応状況を上場企業と非上場企業に分けて集計した結果は、次のグラフ（参

考 1＝今回、参考 2＝前回）のとおりです。 
 

グラフ（参考 1）上場/非上場別カーボンニュートラルへの対応状況（2025年） 

 

10



グラフ（参考 2）上場/非上場別カーボンニュートラルへの対応状況（前回 2024年） 

 
 
「行動を開始している」上場企業は前回の 57.9％から今回は 63.2％（社数では 11社→12社）に増加

し、非上場企業も 19.0％から 21.2％に増加（同 12 社→14 社）しました。また、「準備を進めている」
「情報収集を行っている」も合わせると上場企業は今回 94.8％、非上場企業は 63.6％でした。上場・非
上場企業では差があるものの、各会員企業でカーボンニュートラルについて準備、対応が進められている
ことが分かります。 
なお、「具体的にすべきことが分からない」と「必要性を感じていない」と回答された上場企業の割合は、

年々減少傾向ですが、非上場企業は横ばいの傾向となっています。 
 
CO2排出量削減の目標設定については、「目標、計画はない」が 56.5％と、前回の 52.4％から微増とな

っています（グラフ 12）。 
 

Q12. CO2 排出量について中長期的な目標を策定していますか？ 当てはま
るものをすべて選んでください。 

グラフ 12 CO2排出量削減の目標設定の有無 

 
 
「短期の目標設定をしている」は 20.0％で前回より 0.7ポイント減少、「中期の目標設定をしている」

は 29.4%で前回より 2.6ポイント増加、「長期の目標設定をしている」は 21.2%で前回より 2.0ポイン
トの減少となりました。 
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CO2排出量削減のためにどのような活動を行っているかを尋ねた結果をグラフ 13に示します。 
 

Q13. CO2 排出量削減のためにどのような活動を行っていますか？ 当ては
まるものをすべて選んでください。 

グラフ 13 CO2排出量削減のために行っている活動 

 
 
「とくに活動していない」が前回調査の 32.9％と比較して、29.4%に減少しました。「再生可能エネル

ギーを使用している」と「カーボンオフセットを活用している」の項目は年々増加傾向にあり、CO2排出
量削減のための活動を進める会員企業が増えていることが分かります。 
また、「その他の活動を実施している」という回答にあわせて寄せられた具体的な内容としては、「クリ

ーンエネルギー」「CO2 排出量の少ない燃料への転換」「製造工程ごとに排出量原単位を把握」「LED 照明
の導入」等の事例がありました。 

 
CO2排出量を管理するためには、まず排出量を把握することが重要です。どれくらいの会員企業が CO2

排出量を把握できているかを尋ねました（グラフ 14）。 
 

Q14. CO2排出量の管理状況について、当てはまるものを 1つ選んでください。 

グラフ 14 CO2排出量の管理状況 

 

 
今回調査では前回とほぼ同様の結果となりました。国や地方自治体への報告の有無を問わず排出量を把

握している会員企業の割合は約 6割で、変化は見られませんでした。 
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今後、2050 年のカーボンニュートラル実現に向けて、ますます各企業の責任が問われる状況になると
ともに、さまざまな政策が示されることになります。CO2排出量削減のために行っている活動は前述の通
り増加傾向であり、今後は企業としても自社の CO2排出量をしっかりと管理把握することが具体的な削減
目標と計画を設定する上で重要となってきます。 

 

エネルギー消費量 

表 15 は、今回調査した 2024 年度のエネルギー消費量と前回調査した 2023 年度の結果を並べたもの
です。今回、「熱」によるエネルギー消費量が前回に比べて大きく減っているのは、一部の会員企業で事業
所の移転・閉鎖があったことによるものです。 
「燃料」と「電気」によるエネルギー消費量は、回答事業所数の増加に伴って、前回よりも増えていま

すが、「燃料」の増加率は回答事業所数増加率より低くなっているのに対し、「電気」の増加率は回答事業
所数増加率を上回る結果となりました。 

 
Q15.  バルブ・水栓類を製造する国内の事業所における 2024 年度のエネル

ギー消費量を教えてください。 

表 15 2023年度と 2024年度のエネルギー消費量 

調査項目 2023年度 2024年度 

燃料 
475,721 GJ 

（76社 99事業所） 
497,673 GJ 

（78社 111事業所） 

熱 
4,315 GJ 

（69社 91事業所） 
370 GJ 

（65社 95事業所） 

電気 
2,516,529 GJ 

（76社 99事業所） 
2,946,659 GJ 

（78社 111事業所） 
原油換算 78,444 Kl 90,175 Kl 

 
（定量調査項目の調査結果についての注意） 
エネルギー消費量や、この後に掲載する CO2排出量、廃棄物排出量、水資源使用量の定量調査項目（Q15、Q16、

Q19、Q20）は、調査対象を「バルブ・水栓類を製造している事業所」としていますが、一部の会員企業から非
製造事業所（営業所等）もあわせてご回答をいただいている場合があるため、本報告書には、それらの回答も含
めた集計結果を掲載しています。 

 

CO2排出量 

現行の調査方式となった 2020年度から、最新の調査結果である 2024年度までの CO2排出量の推移を
表 16に示します。 

2023年度の排出量は、回答事業所数の増加に伴って、初めて前年度を上回る結果となりましたが、2024
年度の排出量は、回答事業所数が過去最多となっても、前年度を下回りました。 

（2023年度の CO2排出量調査結果についての注意） 
今回の調査実施の際に、数社から 2023年度の CO2排出量について訂正の申出があったため、本報告書には修

正した数値を掲載しております。昨年発行の報告書に記載の結果とは異なっておりますのでご注意ください。 

排出量減少の要因を厳密に特定することはできませんが、グラフ 13 の結果から、再生可能エネルギー
使用の増加、カーボンオフセット活用の増加が寄与しているのではないかと推測されます。 
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Q16.  バルブ・水栓類を製造する国内の事業所における 2024 年度の CO2排
出量を教えてください。 

表 16 2020年度～2024年度の CO2排出量の推移 

年度 
回答社数・ 
事業所数 

CO2排出量 
（t-CO2） 

2020年度からの 
排出量変化率（%） 

2020 58社  84事業所 201,826 － 
2021 56社  77事業所 136,853 ▲ 32.2 
2022 63社  86事業所 106,394 ▲ 47.3 
2023 77社100事業所 125,741 ▲ 37.7 
2024 80社113事業所 124,906 ▲ 38.1 

※表に示すのはエネルギー起源の CO2排出量です。エネルギー起源ではない排出量（たとえば、製品検査に使用し
た温室効果ガスを CO2に換算した量、温対法に基づいてボイラー使用時のメタンガスや一酸化二窒素などを CO2

に換算した量など）は含んでいません。 

※2019年度以前は調査対象範囲が異なり、比較対象とならないため、掲載していません。 
 
2024年度の CO2排出量を企業規模で分けると、次の参考 3のようになります。大企業の排出量が全体

に占める割合は 68.5%でした（大企業の排出量の割合の推移は、2022年度 67.8%→2023年度 69.3%
となっています）。 
 
（参考 3）企業規模別 2024年度 CO2排出量 
大企業 24社 46事業所 85,572 t-CO2（排出量全体に占める割合＝68.5%） 
中小企業 56社 67事業所 39,334 t-CO2（同 31.5%） 

※一部例外を除き「資本 3億円以上 & 従業員数 300名以上」の会員企業を大企業としています。 

 
次の参考 4のグラフは、調査に実際に回答された CO2排出量（緑）と、それを基にしながら当工業会独

自の方式で算出した正会員全社のみなし CO2排出量（青）の、2020年度～2024年度の推移です。 
 

（参考 4）CO2排出量：調査値と正会員全社みなし値の推移 
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正会員企業数、この設問への回答社数ともに年ごとに増減はありますが、2024 年度は全正会員に対し

回答率は約 72%となり、これまで以上に精度の高い調査結果を得られました。 
なお、この設問に対し、前回・今回と続けて回答があったのは 71社（102事業所）で、このうち 2024

年度の CO2排出量が 2023年度を上回ったのは 28社（28事業所）でした。大半の会員企業（事業所割合
は 70%以上）が CO2排出量を削減できていることがみてとれます。 
当工業会の「脱炭素化取組み目標」では、2030年度までに対 2013年度比 46%削減を目指すこととし

ています（2013年度排出量は今後の CO2排出量調査を基に推測値を確定させる予定）。次回調査でもより
多くの会員企業から回答をいただけるよう努めるとともに、個々の会員企業がCO2排出量を減らせるよう、
環境委員会と脱炭素化委員会でのサポートを行っていきます。 

 
次に示すグラフ 17 は「CO2以外の温室効果ガス排出の有無」について尋ねた結果です。63.5%の会員

企業が「CO2以外の温室効果ガスは排出していない」との回答でした。 
 

Q17. バルブ・水栓類を製造する国内の事業所において、CO2以外にどのよう
な温室効果ガスを排出していますか？ 当てはまるものをすべて選んで
ください。※製造をグループ会社等で行っている場合は、その会社が排出
している温室効果ガスの種類を教えてください。 

グラフ 17 CO2以外に排出している温室効果ガス 

 

 
より効率的に温室効果ガス削減を実現するためには、排出量に関する数値を常に可視化しておくことが

重要です。企業内の全ての温室効果ガス排出量を認識するシステムやサポートツールを活用することで、
世界の温室効果ガス削減の動きに合わせていくことができます。 
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省資源のための取組み 

省資源のために会員企業がどのような取り組みを行っているかを、グラフ 18に示します。 
「歩留まり、不良品の削減」は 1.9ポイント減の 87.1%、「過剰生産の抑制」については、前回の結果

とほぼ同じ程度で 62.4%、「環境配慮設計や生産工程改善の推進」は、1.8 ポイント減の 50.6%、「副資
材や梱包材、補助材料の削減」は 1.6ポイント増の 56.5%となっています。 
「節水機器、設備の導入」は 3.5ポイント減の 28.2%、「リユース・リサイクルの推進」は 4.3ポイン

ト減の 51.8%、「水の再利用推進」は前回の結果とほぼ同じ程度で 22.4%となっています。 
「省資源のための取組みをしていない」の回答は、前回の 2.4%（2社）から 3.5%（3社）と増加する

結果となりました。 
 

Q18. 省資源のためにどのような取組みをしていますか？ 当てはまるものを
すべて選んでください。 

グラフ 18 省資源のために行っている取組み 

 
 

廃棄物排出量と再資源化量 

廃棄物排出量と再資源化量についても、「バルブ・水栓類を製造している事業所」に範囲を限定し、2024年
度（2024年 4月～2025年 3月）を対象期間として、調査を実施しました。その結果を表 19に示します。 
各廃棄物の発生量に対する処分量の割合は、一般廃棄物は2023年度の13.0%から2024年度は19.8%

と 6.8ポイント増加し、再資源化の取り組みが進展していることを窺わせました。ただし、産業廃棄物に
ついては 2023年度の 31.8%から 2024年度は 28.4%と 3.4ポイントの減少となり、再資源化の取り組
みが後退していました。 
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特別管理廃棄物については、2023 年度の処分量の割合が一部会員からの大量発生があったため大幅に
増加していましたが、2024年度は例年並みに戻っています。 
年ごとの廃棄物発生量・処分量の増減と調査回答社数との相関関係はあまり見られないようですが、一

般廃棄物・産業廃棄物については、表に掲載していない 2020 年度以前の調査結果と比べても、全体の大
きな傾向としては削減される方向にあるようです。 

 
Q19. バルブ・水栓類を製造する国内の事業所における、2024 年度の廃棄物

発生量と再資源化量を教えてください。 

表 19 2022年度～2024年度の廃棄物排出量の比較 

調査項目 2022年度 2023年度 2024年度 

一
般
廃
棄
物 

発生量 
2,240 t 

（49社 62事業所） 
2,029 t 

（63社 80事業所） 
2,155 t 

（66社 83事業所） 

再資源化量 
1,938 t 

（45社 56事業所） 
1,766 t 

（51社 67事業所） 
1,728 t 

（53社 69事業所） 

処分量 
303 t 

（49社 62事業所） 
263 t 

（63社 80事業所） 
426 t 

（66社 83事業所） 

産
業
廃
棄
物 

発生量 
23,024 t 

（57社 73事業所） 
22,771 t 

（66社 87事業所） 
22,000 t 

（70社 92事業所） 

再資源化量 
14,780 t 

（46社 61事業所） 
15,529 t 

（54社 73事業所） 
15,745 t 

（55社 75事業所） 

処分量 
8,244 t 

（57社 73事業所） 
7,242 t 

（66社 87事業所） 
6,256 t 

（70社 92事業所） 

特
別
管
理
廃
棄
物 

発生量 
2,313 t 

（44社 59事業所） 
16,446 t 

（57社 76事業所） 
2,028 t 

（58社 77事業所） 

再資源化量 
439 t 

（37社 48事業所） 
266 t 

（48社 64事業所） 
381 t 

（49社 65事業所） 

処分量 
1,874 t 

（44社 59事業所） 
16,180 t 

（57社 76事業所） 
1,647 t 

（58社 77事業所） 
 

水資源の使用量 

わが国では水資源は比較的容易に手に入りますが、処理などにコストがかかることは言うに及ばず、使
用した量に比例して排水量も多くなるので、環境負荷という観点で重要な管理項目です。 
こちらも、「国内のバルブ・水栓類を製造している事業所」に範囲を限定し、2024年度（2024年 4月

～2025年 3月）を対象期間として調査しました。結果は表 20のとおりです。 
 

Q20. バルブ・水栓類を製造する国内の事業所における、2024 年度の水資源
使用量を教えてください。 

表 20 2022年度～2024年度の水資源使用量の比較 
調査項目 2022年度 2023年度 2024年度 

水資源使用量 
1,204千m3 

（62社 81事業所） 
1,531千m3 

（74社 96事業所） 
1,587千m3 

（75社 98事業所） 
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グリーン購入 

グリーン購入は環境経営の重要な要素で、SDGs や ESG 投資対策の観点からも、「グリーン購入に努め
ている」から「ルールに基づくグリーン購入」に活動を前進させる必要があります。会員企業のグリーン
購入実施状況を尋ねた結果をグラフ 21に示します。 

 
Q21. 環境配慮を考慮した原材料等、物品・サービス等の選定（グリーン購入）

を実施していますか？ いずれか 1つ選んでください。 

グラフ 21 グリーン購入の実施状況 

 
 
2024年度まではグリーン購入を実施している企業数が、調査回答数の増加に伴い低下していましたが、

今回の社数は前回 34 社→今回 36 社と増加に転じました。実施に向けて検討している企業が 1.5 ポイン
ト増加、社数では 19社→21社と増加しました。 

 

ライフサイクルアセスメント（LCA）と環境配慮設計への取組み 

LCAと環境配慮設計の取組状況をグラフ 22に示します。 
「環境配慮設計（DfE）を計画・実施し、アセスメントなどで評価している」という回答は前回とほぼ変

わらずの 24.7%ですが、社数では 20社→21社に増えています。 
 

Q22. ライフサイクルアセスメント（LCA）や環境配慮設計（DfE）への取組み
状況について、当てはまるものをすべて選んでください。 

グラフ 22 ライフサイクルアセスメント（LCA）や環境配慮設計（DfE）への取組状況 
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環境配慮設計や LCAを実施していると回答した会員企業に実施時の課題を尋ねると、グラフ 23に示す

ような結果となりました。 
前回結果と比較して「実施に時間がかかる」の割合はほぼ変化がありませんでしたが、「実施結果を効果

的に活用できていない」が 5.4 ポイント増加していました。これは、「とくに課題はない」が 5.1 ポイン
トの減少、「その他」が 4.9ポイントの減少となっていることによる影響と考えられるため、今後の継続調
査で傾向を見ていきたいと思います。 

 
Q23. LCAやDfEを行う際の課題について、当てはまるものをすべて選んでく

ださい。 

グラフ 23 ライフサイクルアセスメント（LCA）や環境配慮設計（DfE）を行う際の課題 

 
 
当工業会では会員企業が環境配慮設計を計画的に進められるよう『バルブ製品アセスメントガイドライ

ン』（最新版は第 4 版）をホームページで公開し、環境配慮設計の実施成果を社外へ発信するための制度
「環境配慮バルブ登録制度」を用意しています。必要に応じて、これらを環境配慮設計に活用してくださ
い。 

 

化学物質管理の取組状況 
欧州を始め国内外ともに化学物質に関する規制はますます強化されていて、その対象は製品のみならず、

製造、廃棄などの企業活動に広範囲に影響します。会員企業における化学物質管理の状況を調査しました。 
 

化学物質管理のしくみの整備状況 

グラフ 24に示すように、最新の法令や規制に対応できると答えた会員企業は 36.5％と、前回の調査か
ら 6.2ポイントの減少となっており、前々回から減少が続いています。年々強化される規制に対して、会
員企業において法令や規制への対応に苦慮している状況が継続していると推察されます。 
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Q24 化学物質管理についてどのようなしくみがありますか？ 当てはまるも
のをすべて選んでください。 

グラフ 24 化学物質管理のしくみの有無 

 
 
また、会員企業が、製品開発、製造、廃棄のどのフェーズでの化学物質管理に最も難しいと感じている

かを調査した結果をグラフ 25に示しています。最も多かった回答が「製造工程」で 38.8%、次いで「廃
棄」が 28.4%、「製品開発」が 17.9%の順となっています。「製造工程」が 6.2ポイント、「廃棄」が 3.4
ポイントのそれぞれ増加となっていて、「製品開発」では 1.2ポイントの減少となっています。化学物質規
制が次々と拡大、強化されていることで、製造工程や廃棄の段階で考慮すべき項目が増加しているのでは
ないかと推察します。 

 
Q25. 製品開発・製造・廃棄のどのフェーズでの化学物質管理がもっとも難し

いと感じていますか？ いずれか 1つ選び、その内容を教えてください。 

グラフ 25 化学物質管理が最も難しいと感じるフェーズ 

 
 
化学物質による環境影響（リスク）を低減するために、各国の規制は厳しくなる一方です。自社製品に

どのような化学物質がどの程度使用され、また、その化学物質がどのようなリスクを有するかを把握し、
管理することはますます重要な課題となります。したがって、化学物質の製造から最終製品の廃棄に至る
製品ライフサイクルの全過程において、サプライチェーンに沿ってそれぞれの事業者が、使用する化学物
質やその取扱い上の注意、使用環境などに関する情報を共有することが必要です。 
このような情報共有を円滑に進めるために自社で行うべきこととして、各部門が連携・協同し「製品含有

化学物質の管理基準を明確にする」「設計・開発の段階から製品含有化学物質に配慮する」「調達品の製品含
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有化学物質を管理する」「製品含有化学物質の観点から製造工程を管理する」「製品含有化学物質管理の観点
による設計や製造工程の変更を管理する」「自社製品の含有化学物質情報を提供する」ことが重要です。 

 

お客様からの化学物質調査依頼状況 

会員企業において、お客様からの化学物質に関する調査依頼がどの程度あるか、調査しました（グラフ 26）。 
「頻繁にある（10件以上／年）」が 34.1%、「時々ある（2～9件／年）」が 28.2%、「ほとんどない（0

～1件／年）」が 32.9%で、わずかに変動はあるものの、昨年の調査とほぼ同じ結果となりました。 
 

Q26. 製品含有化学物質に関するお客様からの調査依頼頻度について、いずれ
か 1つ選んでください。 

グラフ 26 製品含有化学物質に関するお客様からの調査依頼頻度 

 
 

お客様からの化学物質調査依頼フォーマット 

「お客様指定のフォーマットでの回答」が最も多く 49.4%で昨年から 5.5 ポイント減少、
「chemSHERPAで回答」（※）が 17.6%で 0.7ポイント減少しました（グラフ 27）。「自社独自のフォー
マットで回答」は 18.8%で 1.2ポイント減少しています。「お客様からの化学物質調査依頼を全て断って
いる」という回答が 3.5%あったこと、ならびに今回の調査で無回答が 10.6%で倍増したことなどが影響
している可能性があります。 

※chemSHERPA とは、経済産業省の主導により 2015 年から運用されている製品含有化学物質の情報伝達スキー
ムです。 

 
Q27. お客様からの製品含有化学物質調査依頼に回答する際、もっともよく用

いる様式を 1つ選んでください。 

グラフ 27 製品含有化学物質調査依頼への回答時に最もよく用いる様式 
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化学物質管理の課題 

グラフ 28 に示すように、「システム構築・人的資源の確保」を課題と挙げられているのが 30.6%と最
も高く、「化学物質情報の入手」「法改正への対応」「客先独自要求への対応」の 3つの課題が 20%前後と
ほぼ同等に挙げられています。この結果も前回、前々回の調査とほぼ同じであり、相変わらず製品含有化
学物質管理のためのデータベース構築が課題となっている状況に変わりはないようです。 

 
Q28. 製品含有化学物質管理を行う上での課題は何ですか？ もっとも当ては

まるものを 1つ選んでください。 

グラフ 28 製品含有化学物質管理を行う上での課題 

 
 
製品含有化学物質の規制は国際的に強まる一方ですが、上記に示すように会員企業における化学物質管

理の実態にほとんど変化がなく、依然として様々な課題や困難があるようです。環境委員会では今後もで
きる範囲でのサポートを行っていけたらと考えています。 

 

最後に 

今回の調査を通じて、会員企業の多くが環境経営を重要な経営戦略の一つとして位置づけ、積極的な取
り組みを進めていることが明らかになりました。特に省エネ活動や CO2排出量削減、廃棄物の再資源化推
進など、各社の努力が着実に成果として現れています。一方で、環境教育や EMS（環境マネジメントシス
テム）の導入、化学物質管理などは、人的資源やコスト面でのむずかしさもあり、引き続き強化が求めら
れる分野と言えそうです。今後も、会員企業が自社の状況に応じた最適な環境活動を継続し、社会的責任
を果たすとともに、持続可能な成長を目指していくことが期待されます。当工業会としても、各種ガイド
ラインの提供や情報発信を通じて、会員企業の環境活動を積極的に支援してまいります。 

 
以上 
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アンケート調査にご協力いただいた会員企業 

今回のアンケート調査では、下記の会員85社（社名50音順）にご協力をいただきました。厚く御礼申し
上げます。 
 
株式会社アイエス工業所  株式会社コーヨー  株式会社光合金製作所 
IMI ジャパン株式会社  株式会社コンサス  株式会社日阪製作所 
アズビル株式会社  SANEI 株式会社  株式会社 PILLAR 
アドバンス電気工業株式会社  株式会社三協製作所  平田バルブ工業株式会社 
イーグル工業株式会社  株式会社清水鐵工所  株式会社備後バルブ製造所 
石田バルブ工業株式会社  株式会社昌立製作所  株式会社ファインテック高橋 
株式会社一ノ瀬  株式会社昭和バルブ製作所  株式会社福井製作所 
イハラサイエンス株式会社  株式会社スリーエス  株式会社フジキン 
ウツエバルブ株式会社  スリーエム工業株式会社  フシマン株式会社 
オーエヌ工業株式会社  善光金属株式会社  古川工業株式会社 
株式会社オーケーエム  株式会社タカギ  平和バルブ工業株式会社 
岡野バルブ製造株式会社  株式会社竹村製作所  株式会社ベン 
株式会社オンダ製作所  株式会社タブチ  前澤給装工業株式会社 
株式会社カクダイ  株式会社 TVE  前澤工業株式会社 
株式会社カクダイ岐阜工場  ティヴィバルブ株式会社  前田バルブ工業株式会社 
兼工業株式会社  株式会社テイエルブイ  株式会社牧村製作所 
金子産業株式会社  東工・バレックス株式会社  株式会社マルホン 
株式会社キタムラフォーセット  TOTO株式会社  株式会社水生活製作所 
株式会社キッツ  巴バルブ株式会社  ミズタニバルブ工業株式会社 
株式会社キッツエスジーエス  株式会社中北製作所  宮部鉄工株式会社 
共栄バルブ工業株式会社  日東エンジニアリング株式会社  株式会社ミヤワキ 
株式会社クボタ  株式会社日邦バルブ  株式会社森田鉄工所 
株式会社栗本鐵工所  日本ダイヤバルブ株式会社  株式会社大和バルブ 
桑名金属ファインテック株式会社  日本ドレッサー株式会社  株式会社ヨシタケ 
株式会社ケイヴイシー  日本フィッシャ株式会社  株式会社 LIXIL 
株式会社ケーヒンバルブ  日本ボールバルブ株式会社  ワシノ機器株式会社 
株式会社 KVK  株式会社バルカー  株式会社ワダトク 
株式会社光明製作所  ハンスグローエ ジャパン株式会社   
光陽産業株式会社  ビーエフ工業株式会社   
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